
証券コード　6663

平成28年２月25日

株 主 各 位
和歌山県和歌山市有本６６１番地

太 洋 工 業 株 式 会 社
代表取締役社長 細 江 美 則

第55期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第55期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年３月16日（水曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送いただきたく、お願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年３月17日（木曜日）午前10時

２．場 所 和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地
ホテルグランヴィア和歌山　６階　ル・グラン
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第55期（平成26年12月21日から平成27年12月20日まで）
事業報告及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第55期（平成26年12月21日から平成27年12月20日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

◎法令及び当社定款第15条の規定に基づき、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につ
いては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.taiyo-xelcom.co.jp/）に掲載しており
ますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知の提供書面
は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした連結計算書類及び計算書類の一
部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.taiyo-xelcom.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成26年12月21日から
平成27年12月20日まで）

１．企業集団の現況

(1）当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、米国の金融政策が正常化

に向かう中、中国経済をはじめとした海外経済の下振れ懸念は存在するも

のの、政府の積極的な金融政策を背景とした企業収益や雇用・所得環境の

改善傾向が継続し、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループが属する電子基板業界は、引き続きスマートフォンや車載

機器向けの需要が堅調を維持いたしました。また、更なる活性化を求めウ

エアラブル機器、ＩｏＴ（Internet of Things）製品や医療機器向けの新

市場を開拓していく動きは本格化に向かっております。

このような経済環境の下、基板検査機事業において売上高は減少したも

のの、当社グループの主力事業である電子基板事業をはじめ、産機システ

ム事業等において売上高が増加いたしました。

これらの結果、連結売上高は4,753百万円（前年同期比17.9％増）と、前

連結会計年度に比べ721百万円の増収となりました。

損益については、電子基板事業における売上原価率の上昇に伴う利益減

少要因はあったものの、鏡面研磨機事業の黒字転換及び販売手数料の減少

や残業時間の抑制により販売費及び一般管理費が減少したことから、営業

利益22百万円（前年同期は80百万円の営業損失）、保険解約返戻金の計上

がなくなったことから、経常利益42百万円（前年同期比24.9％減）、当期

純利益12百万円（同41.1％減）となりました。
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セグメント別の売上状況は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より、従来「その他」に含まれていた「産機シス

テム事業」について量的な重要性が増したためセグメントとして記載する

方法に変更しており、以下の前年同期比較については、変更後のセグメン

ト区分に基づき作成した数値で比較しております。

区 分

第　　54　　期
（平成26年12月期）

第　　55　　期
（平成27年12月期）

前年同期比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

電 子 基 板 事 業 2,846,533 70.6 3,040,602 64.0 194,068 6.8

基板検査機事業 447,680 11.1 351,399 7.4 △96,281 △21.5

検査システム事業 180,958 4.5 248,053 5.2 67,095 37.1

鏡面研磨機事業 96,145 2.4 251,409 5.3 155,264 161.5

産機システム事業 203,807 5.1 539,085 11.3 335,278 164.5

そ の 他 255,971 6.3 322,524 6.8 66,552 26.0

合 計 4,031,097 100.0 4,753,075 100.0 721,978 17.9

＜電子基板事業＞

セットメーカーの一部であるカメラメーカー向けの売上は減少いたし

ました。一方、従来のＦＰＣ試作に加え、中小型量産案件の受注獲得に

より、スマートフォンや車載機器等に搭載される中小型ディスプレイ向

けの需要が引き続き堅調に推移したことから、主としてセットメーカー

向けの売上が増加いたしました。

その結果、売上高3,040百万円（前年同期比6.8％増）となりました。

＜基板検査機事業＞

スマートフォンの需要が旺盛なことや自動車の電装化の進展を背景に、

ＦＰＣを対象とした検査機の販売促進に注力した結果、外観検査機及び

通電検査機の販売は増加したものの、連結子会社を経由したセグメント

間内部売上が増加したことから、売上は減少いたしました。

その結果、売上高351百万円（前年同期比21.5％減）となりました。

＜検査システム事業＞

医療業界向け視覚検査装置等の受注が好調に推移したことから、売上

高が増加いたしました。

その結果、売上高248百万円（前年同期比37.1％増）となりました。
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＜鏡面研磨機事業＞

研磨に使用する消耗品等の売上は減少したものの、グラビア印刷向け

及び産業機械向け等の研磨機の受注が獲得できたことから、売上高は増

加いたしました。

その結果、売上高251百万円（前年同期比161.5％増）となりました。

＜産機システム事業＞

需要が旺盛な中小型ディスプレイ向けの液晶モジュール検査システム

等の販売が増加したことから、売上高は増加いたしました。

その結果、売上高539百万円（前年同期比164.5％増）となりました。

＜その他＞

商社事業及びエレクトロフォーミング事業で構成されており、主とし

て商社事業において、連結子会社を経由した基板検査機等の販売が増加

したことから、売上高は増加いたしました。

その結果、売上高322百万円（前年同期比26.0％増）となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は228百万円で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

電子基板事業　当社本社工場　ダイレクトイメージング装置の更新

電子基板事業　当社本社工場　レーザー加工機の増設

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況

当連結会計年度において増資や社債発行による資金調達は行っておりま

せん。
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(2）財産及び損益の状況の推移

区　　分
第　52　期

（平成24年12月期）
第　53　期

（平成25年12月期）
第　54　期

（平成26年12月期）
第　55　期

（平成27年12月期）

売 上 高(千円) 3,765,314 3,850,352 4,031,097 4,753,075

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(千円) △136,545 △91,031 57,239 42,990

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) △184,708 △108,899 21,859 12,881

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) △31.57 △18.62 3.74 2.20

総 資 産(千円) 4,932,806 4,991,027 5,167,637 5,618,612

純 資 産(千円) 3,242,864 3,154,678 3,191,970 3,215,923

１株当たり純資産額 (円) 550.94 537.42 544.40 545.24

(3）重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社は親会社を有していないため、該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主要な事業内容 事業区分

株式会社ミラック 20,000千円 100.0％ 鏡面研磨機の製造 鏡面研磨機事業

TAIYO TECHNOLEX
(THAILAND)CO.,LTD.

2,000千バーツ 49.0％
当社が製造する製品の
販売及びサービス・サ
ポート

その他

マイクロエンジニア
リング株式会社

35,000千円 100.0％
視覚検査装置及び画像
処理装置の開発、製造
及び販売

検査システム
事業

太友（上海）貿易
有限公司

50,000千円 100.0％
当社が製造する製品の
販売及びサービス・サ
ポート

その他
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(4）対処すべき課題

当社グループは、当連結会計年度において営業損益が５期ぶりに黒字転換

したものの、当社グループを取り巻く市場環境が依然として厳しい状況にあ

る中、この状況を改善するために、売上規模の拡大、売上総利益率の改善及

び販管費の削減により経営基盤の強化を図り、継続的に営業利益を確保する

ことを当面の課題として、以下の対応策を実施してまいります。

①　売上総利益率の改善

次世代を担う高付加価値製品の開発により競合他社製品との差別化を図

り、市場における競争優位性を維持していくことが必要であると考えてお

ります。先端設備や自動化設備の導入など重点事業分野に経営資源を集中

的に投入し、機能・品質・歩留りの向上を目的とした製品開発を追求して

いくことで、コストの最小化を図り、売上総利益率を改善してまいります。

加えて、医療機器や車載機器向け等これからも成長が期待される有望な市

場に向けて研究・技術開発を加速させるため、効果的な施策を実施してま

いります。

②　製品開発力の強化

最新の技術動向を見極め市場ニーズに対応した高付加価値製品を早期に

提供すること、また電子基板製造技術の進化や社会的な品質管理要求の高

まりに伴い、市場動向や顧客ニーズを的確に反映した新製品を早期に提供

することを目的とし、グローバル市場において価格競争に巻き込まれない

優位性のある製品開発に取組んでまいります。

③　グループ体制の強化

当社グループは、グループ間の連携が今後の事業拡大におけるひとつの

課題であると考えております。生産・営業・マーケティング活動において、

互いの強みの相乗効果と機能補完によりグループ間の連携を強め、より柔

軟に顧客ニーズに対応できる体制を構築することで顧客基盤をより大きく

できるものと考えており、更なる事業拡大に向けてグループ体制の強化を

推進してまいります。
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④　人材の育成

当社グループの持続的な成長を支える上で、グローバルな視点を持った

人材や会社を強くする人材の育成を重要な取組みの一つとして位置づけて

いることから、人事異動による組織の活性化や社内研修等の教育プログラ

ムの充実を引き続き図ってまいります。また、当社は厚生労働省が推進す

る「ポジティブ・アクション」に賛同し、女性活躍推進のためのビジョン

を宣言しており、女性従業員の積極的な登用を図るとともに、全従業員が

働きやすい職場環境づくりに取組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5）主要な事業内容（平成27年12月20日現在）

当社グループは、電子基板、基板検査機、検査システム、鏡面研磨機等の

製造・販売及び産機システムの販売を主たる業務としております。

セグメント別の主要製品は次のとおりであります。

区 分 主　 要 　製 　品

電 子 基 板 事 業 ＦＰＣ

基 板 検 査 機 事 業 通電検査機、外観検査機、機能検査機

検査システム事業 視覚検査装置、画像処理装置

鏡 面 研 磨 機 事 業 円筒鏡面研磨機

産機システム事業 産業機械

そ の 他 基板検査機、ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品

(6）主要な営業所及び工場（平成27年12月20日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 工 場 和歌山県和歌山市

東 京 事 業 所 東京都千代田区

九 州 事 業 所 大分県国東市

②　子会社の主要な事業所

株 式 会 社 ミ ラ ッ ク 和歌山県和歌山市

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD. タイ王国バンコク市

マイクロエンジニアリング株式会社 大阪市北区

太 友 （ 上 海 ） 貿 易 有 限 公 司 中華人民共和国上海市
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(7）使用人の状況（平成27年12月20日現在）

①　企業集団の使用人の状況

区　　分 使用人数 前連結会計年度末比増減

電 子 基 板 事 業 156名 （減）５名

基 板 検 査 機 事 業 38名 増減なし

検査システム事業 ７名 増減なし

鏡 面 研 磨 機 事 業 15名 （増）３名

産機システム事業 ６名 増減なし

そ の 他 19名 増減なし

全 社 （ 共 通 ） 33名 （減）４名

合 計 274名 （減）６名

（注）上記使用人数は、就業人員数（嘱託及び派遣社員を含む。）を表示しており、使

用人兼務取締役、当社グループから当社グループ外への出向者及びパートタイマー

を含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

241名 （減）９名 41.2歳 13.6年

（注）１．上記使用人数は、就業人員数（嘱託、派遣社員及び社外から当社への出向者

を含む。）を表示しており、使用人兼務取締役、当社から社外への出向者及び

パートタイマーを含んでおりません。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、就業人員より嘱託、派遣社員及び社外から当

社への出向者を除いて算出しております。
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(8）主要な借入先の状況（平成27年12月20日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 367,379千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 212,919千円

株 式 会 社 南 都 銀 行 173,628千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 116,000千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 88,892千円

株 式 会 社 京 都 銀 行 72,500千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 46,721千円

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1）株式の状況（平成27年12月20日現在）

①　発行可能株式総数 23,280,000株

②　発行済株式の総数 5,850,000株

③　株主数 2,175名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社
細 江 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

1,600,000株 27.35％

細 江 美 則 700,520株 11.98％

細 江 正 大 480,000株 8.21％

太 洋 工 業 従 業 員 持 株 会 338,624株 5.79％

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 290,000株 4.96％

紀 陽 興 産 株 式 会 社 240,000株 4.10％

紀 陽 リ ー ス ・ キ ャ ピ タ ル
株 式 会 社

150,000株 2.56％

小 川 由 晃 113,000株 1.93％

旭 東 電 気 株 式 会 社 102,800株 1.76％

細 江 恵 津 子 60,600株 1.04％

（注）持株比率は自己株式（216株）を控除して計算しております。

(2）新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年12月20日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 細 江 美 則

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.
代表取締役
マイクロエンジニアリング株式会社
取締役
株式会社ミラック代表取締役社長

取 締 役 阪 口 豊 彦 管理本部長

取 締 役 坂 田 吉 啓

電子営業本部長
マイクロエンジニアリング株式会社
取締役
太友（上海）貿易有限公司執行董事
TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.
取締役

取 締 役 堀 井 健 司 ＣＡＤ部長

取 締 役 尾 﨑 武 久

常 勤 監 査 役 﨑 前 和 夫

監 査 役 山 口 　 修 山口修法律事務所所長

監 査 役 深 津 康 之 公認会計士深津康之事務所所長

（注）１．取締役尾﨑武久氏は､会社法に定める社外取締役であります。なお､当社は取

締役尾﨑武久氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

２．監査役全員は､会社法に定める社外監査役であります。なお､当社は監査役全

員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出

ております。

３．監査役深津康之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

４．平成27年３月19日開催の第54期定時株主総会において、新たに尾﨑武久氏は

取締役に選任され就任いたしました。

５．平成27年３月19日付で取締役の担当を以下のとおり変更しております。

・　取締役阪口豊彦氏は、管理本部長兼経営企画部長から管理本部長に就任い

たしました。

・　取締役坂田吉啓氏は、電子部品部長から電子営業本部長に就任いたしまし

た。

・　取締役堀井健司氏は、電子工場長からＣＡＤ部長に就任いたしました。
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②　取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名

（１名）

51,553千円

（1,800千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名

（３名）

10,695千円

（10,695千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

８名

（４名）

62,248千円

（12,495千円）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与含む。）

13,162千円は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成16年３月18日開催の第43期定時株主総会におい

て年額200百万円以内（ただし､使用人分給与は含まない。）とご決議いただい

ております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年３月15日開催の第46期定時株主総会におい

て年額30百万円以内とご決議いただいております。

４．上記の報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当事業年度における引当額

9,245千円（取締役４名分9,050千円、監査役１名分195千円（うち社外監査役１

名分195千円））が含まれております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・　監査役山口修氏は、山口修法律事務所の所長であります。当社と山

口修法律事務所との間には、特別の関係はありません。

・　監査役深津康之氏は、公認会計士深津康之事務所の所長であります。

当社と公認会計士深津康之事務所との間には、特別の関係はありませ

ん。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

取締役 尾 﨑 武 久

平成27年３月19日就任以降、当事業年度に開催された取締役会17回の
全てに出席いたしました。
他社での豊富な企業経営経験と高い見識に基づき、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための積極的な意見・提言等を適宜行
っております。
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区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

監査役 﨑 前 和 夫

当事業年度に開催された取締役会23回及び監査役会12回の全てに出
席いたしました。
金融機関における長年の実務経験や豊富な知見に基づき、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための積極的な意見・提言等を
適宜行っております。
また、監査役会において、適宜、必要な発言を行っております。

監査役 山 口 　 修

当事業年度に開催された取締役会23回及び監査役会12回の全てに出
席いたしました。
主に弁護士としての知識や経験に基づき、取締役会及び監査役会にお
いて、特に、法律や法令遵守の観点からの積極的な意見・提言等を適
宜行っております。

監査役 深 津 康 之

当事業年度に開催された取締役会23回及び監査役会12回の全てに出
席いたしました。
主に公認会計士としての知識や経験に基づき、取締役会及び監査役会
において、特に、財務・会計の観点からの積極的な意見・提言等を適
宜行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(4）会計監査人の状況

①　名称

新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る報酬等の額 20,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

20,500千円
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（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも

区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載

しております。

２．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、

報告を受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及

び報酬見積りの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切

であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340条

第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同

意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し

た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解

任した旨及びその理由を報告いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の

会議の目的することを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断した

上で、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

⑤　会計監査人が現に受けている業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要

イ．処分対象

新日本有限責任監査法人

ロ．処分内容

・　契約の新規の締結に関する業務の停止

（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）

・　業務改善命令（業務管理体制の改善）
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⑥　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(5）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下の

とおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

イ．取締役会は、コンプライアンス体制の基礎として、企業倫理憲章及び

法令等遵守規程を定める。

ロ．取締役会は、内部統制システムの基本方針を策定し、取締役による内

部統制の実施状況について定期的及び随時に報告を受け、報告を指示し、

内部統制の実施状況を監督し、適宜、内部統制システムの基本方針の見

直しを行う。

ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については、代表取締役社長の下、

各部門を担当する管掌役員、及び各部門長が迅速に遂行する。また、内

部牽制機能を確立するために、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程

等において、それぞれの権限、実行責任者の明確化及び適切な業務手続

きを定めるものとする。

ニ．代表取締役社長は、取締役会が決定した本内部統制システムの基本方

針に基づく内部統制の整備及び運営に責任を負い、企業倫理憲章の内容

を当社の最優先課題とすること及びそのための内部統制の履践の重要性

を取締役及び従業員に周知徹底する。とりわけ、内部統制に係る情報の

伝達が従業員において正確かつ迅速に行われるような環境の醸成に努め

る。

ホ．総務部においてコンプライアンスの取組みを横断的に統括することと

し、同部を中心に取締役及び従業員の教育等を行う。内部監査部門は、

総務部と連携の上、コンプライアンスの実施状況を監査する。これらの

活動は定期的のみならず問題があれば速やかに取締役会に報告するもの

とする。

ヘ．取締役は、コンプライアンス上の問題を発見した場合、遅滞なく監査

役に報告するものとし、取締役会においても報告するものとする。
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ト．経営企画部は、従業員が直接報告することを可能とする社内通報シス

テムを整備し、総務部が社内通報規程に基づきその運用を行うものとす

る。

チ．従業員は、自らが担当する業務に関する内部統制手続きに習熟し、そ

の実践に努めるとともに、担当業務に関して発生する内部統制上の課題、

欠陥その他問題点の発見に努め、それらを統括する部門長に報告する責

任を負う。

リ．当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体

との関係遮断に取組み、不当要求行為に対しては毅然とした態度で対応

するものとし、その旨を企業倫理憲章において定め、取締役及び従業員

に周知徹底するとともに、それを実現するために必要な体制を整備する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

各所管部署は、文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を

文書又は電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は、文書管理

規程に基づき、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理

等に係るリスクについては、リスクマネジメント規程に基づき、当社グル

ープのリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、業務部において当社グルー

プ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。新たに発生したリスクにつ

いては速やかに担当部署を定める。内部監査部門がグループ各部門のリス

ク管理の状況を監査し、その結果を定期的のみならず問題があれば速やか

に取締役会に報告し、問題がある場合は取締役会において改善策を審議・

決定する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、経営目標を明確に設定し、その達成について、ＩＴ技術を活用

した管理会計を導入し、これを活用した経営改善を全社的に検討すること

により、業務の効率化を図る。

イ．取締役及び従業員が共有する全社的な社内情報システムを情報システ

ム部門が一元管理し、業務の効率化を図る。
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ロ．取締役及び従業員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図ると

ともに、この目的に基づく３事業年度を期間とする中期経営計画を策定

する。

ハ．取締役会は、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、

毎期、事業部門毎の予算を設定する。

ニ．各部門を担当する管掌役員は、各部門が実施すべき具体的な施策及び

権限分配を含めた効率的な業務遂行体制を決定する。

ホ．ＩＴを積極的に活用したシステムにより迅速に管理会計としてデータ

化し、月次の業績を取締役会に報告する。

ヘ．取締役会は、毎月、月次の業績結果をレビューし、各部門を担当する

管掌役員に目標未達の要因の分析、その要因を排除・低減する改善策を

報告させ、必要に応じて目標を修正する。また、管掌役員は、各部門が

実施すべき具体的な施策及び権限分配を含めた効率的な業務遂行体制を

改善する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

イ．当社グループは、経理規程等の社内規程を整備するとともに、会計基

準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適法性及び適正性を確保

するための社内体制を構築する。

ロ．子会社において、経営上重要な事項を決定する場合は、社内規程に基

づき、当社へ事前協議等が行われる体制を構築する。また、業績につい

ては定期的に、業務上重要な事項が発生した場合は都度、当社に報告が

行われる体制を構築する。

ハ．関係会社管理規程に基づき、子会社を管理する担当部門を置き、子会

社の経営において自主性及び独立性を尊重しつつ、当社グループにおけ

る経営の適正かつ効率的な運用を行うものとする。

ニ．当社取締役が子会社取締役を兼務することにより企業集団の統制を図

り、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための社内体

制を構築する。また、内部監査部門は、内部監査規程に基づき、子会社

を含めた全部署を対象とした内部監査を実施する。
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⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

イ．監査役は、経営企画部所属の従業員に監査業務に必要な事項を命令す

ることができるものとして、監査業務を補助させることができる。

ロ．監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員は、その命令に関し

て、取締役、経営企画部長等の指揮命令を受けないことを業務分掌規程

に規定することでこれを徹底し、監査役の指示に基づきその業務を行う

ものとする。

⑦　当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、

その他の監査役への報告に関する体制、報告したことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保するための体制

イ．監査役は、取締役会及びその他重要な会議に出席し、随時、報告を求

めることができる。

ロ．監査役は、職務執行に必要と判断した事項について、随時、当社グル

ープの取締役及び従業員に報告を求めることができる。また、議事録等

の情報の記録を閲覧することができる。

ハ．当社グループの取締役及び従業員は、監査役に対して、当社グループ

に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、社内通報システムに

よる通報状況及びその内容を速やかに報告するものとする。

ニ．当社グループの取締役及び従業員は、監査役から職務の執行に関する

事項の説明を求められた場合、及びコンプライアンス違反事項を認識し

た場合には速やかに監査役へ報告を行うこととし、報告した者の監査役

への情報提供を理由とした不利益な処遇は、一切行わないものとする。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役は、代表取締役社長と定期的な意見交換会を設ける。

ロ．監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、

経営会議に出席することができる他、主要な稟議書その他業務執行に関

する重要な書類を閲覧し、取締役及び従業員に対しその説明を求めるこ

とができる。

ハ．監査役は、監査の実施に当たり、必要に応じて外部の専門家を独自に

起用することができ、その費用は会社が負担するものとする。

ニ．監査役は、会計監査人から監査内容について説明を受けるとともに、

情報交換を行う等緊密な連携を図る。
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(6）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、管理部門(経営企画部・経理部・総務部・業務部)と事業部門(営業

部門・製造部門等)に分かれており、これにより管理部門と事業部門との内部

牽制及び内部管理機能の強化を図るとともに、事業部門内の各部門間におい

ても内部牽制及び内部管理体制が充実した組織の下で、以下の取組みを行い

ました。

①　コンプライアンス体制について

取締役会の諮問機関として、コンプライアンス委員会を開催し、当社グ

ループにおけるコンプライアンス体制の強化を図りました。また、当社グ

ループの取締役及び従業員に対し、コンプライアンス研修を定期的に実施

し、法令及び定款を遵守するための取組みを行いました。

②　リスクマネジメントシステムについて

リスクマネジメント規程に基づき、当社グループに大きな影響を及ぼす

リスクを抽出し、取締役会において、リスクマネジメント目標を決議いた

しました。その目標に対する対策を各部門において検討し、リスクに関す

る課題解決のための取組みを行いました。

③　内部監査体制について

内部監査計画書に基づき、当社の子会社を含めた全部署を対象に業務監

査を実施し、監査結果を取締役会に報告いたしました。また、内部監査の

指摘事項については、内部監査時に改善実施状況をチェックすることで改

善策の実行が徹底されていることを確認いたしました。

④　財務報告に係る内部統制について

財務報告の信頼性に関する評価及び各部門における業務プロセスの運用

状況について、策定した実施計画に基づいて検証を行い、取締役会に報告

いたしました。

⑤　監査役の職務執行について

監査役は、取締役会に出席し議事運営及び決議内容等の監査を実施した

他、会計監査人の監査結果等について、会計監査人と情報交換を行いまし

た。また、常勤監査役は経営会議をはじめとする社内の重要な会議に出席

し、各部門長より事業の現況の報告を受け、内部監査部門及び内部統制部

門と連携をとり、監査を実施いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年12月20日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,758,783

1,091,361

993,190

10,000

159,598

331,025

80,656

46,852

46,887

△788

2,859,829

2,175,928

463,283

248,839

1,445,794

18,010

24,273

24,273

659,627

475,879

88,689

8,281

93,465

△6,688

流 動 負 債 1,361,981

支払手形及び買掛金 305,752

短 期 借 入 金 724,910

未 払 法 人 税 等 9,204

製 品 保 証 引 当 金 870

そ の 他 321,244

固 定 負 債 1,040,707

長 期 借 入 金 353,129

長 期 未 払 金 184,477

役員退職慰労引当金 167,611

退職給付に係る負債 328,540

資 産 除 去 債 務 6,948

負 債 合 計 2,402,689

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,089,172

資 本 金 793,255

資 本 剰 余 金 916,555

利 益 剰 余 金 1,379,406

自 己 株 式 △43

その他の包括利益累計額 100,336

その他有価証券評価差額金 65,039

為替換算調整勘定 35,296

少 数 株 主 持 分 26,414

純 資 産 合 計 3,215,923

資 産 合 計 5,618,612 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,618,612

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年12月21日から
平成27年12月20日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,753,075

売 上 原 価 3,596,315

売 上 総 利 益 1,156,760

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,134,373

営 業 利 益 22,386

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,386

作 業 く ず 売 却 益 9,959

そ の 他 26,357 44,703

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,644

債 権 売 却 損 6,837

為 替 差 損 5,163

そ の 他 453 24,099

経 常 利 益 42,990

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,212

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,054 13,267

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,610

減 損 損 失 4,535

投 資 有 価 証 券 評 価 損 235 6,381

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 49,876

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,478

法 人 税 等 調 整 額 8,544 17,022

少数株主損益調整前当期純利益 32,854

少 数 株 主 利 益 19,972

当 期 純 利 益 12,881

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年12月21日から
平成27年12月20日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年12月21日期首残高 793,255 916,555 1,384,073 △26 3,093,856

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △17,549 △17,549

当 期 純 利 益 12,881 12,881

自 己 株 式 の 取 得 △16 △16

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － △4,667 △16 △4,684

平成27年12月20日期末残高 793,255 916,555 1,379,406 △43 3,089,172

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主 持 分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平成26年12月21日期首残高 53,818 36,988 90,807 7,306 3,191,970

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △17,549

当 期 純 利 益 12,881

自 己 株 式 の 取 得 △16

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

11,220 △1,692 9,528 19,108 28,636

連結会計年度中の変動額合計 11,220 △1,692 9,528 19,108 23,952

平成27年12月20日期末残高 65,039 35,296 100,336 26,414 3,215,923

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年12月20日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

保 険 積 立 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,379,999

915,064

146,645

801,286

10,000

94,954

256,059

67,540

11,603

42,780

34,435

△370

2,945,903

2,016,355

441,854

21,165

238,916

0

11,498

1,300,200

2,720

23,210

21,845

1,365

906,337

475,879

53,616

290

340,000

88,689

7,102

27,989

8,281

43,177

△138,688

流 動 負 債 1,284,253

買 掛 金 305,894

短 期 借 入 金 420,000

１年内返済予定の長期借入金 276,252

未 払 金 107,931

未 払 費 用 126,333

未 払 法 人 税 等 4,453

預 り 金 37,189

製 品 保 証 引 当 金 870

そ の 他 5,329

固 定 負 債 991,304

長 期 借 入 金 324,451

長 期 未 払 金 184,477

退 職 給 付 引 当 金 307,815

役員退職慰労引当金 167,611

資 産 除 去 債 務 6,948

負 債 合 計 2,275,558

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,985,304

資 本 金 793,255

資 本 剰 余 金 916,555

資 本 準 備 金 916,555

利 益 剰 余 金 1,275,537

利 益 準 備 金 10,412

その他利益剰余金 1,265,125

繰越利益剰余金 1,265,125

自 己 株 式 △43

評価・換算差額等 65,039

その他有価証券評価差額金 65,039

純 資 産 合 計 3,050,343

資 産 合 計 5,325,902 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,325,902

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成26年12月21日から
平成27年12月20日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,426,379

売 上 原 価 3,476,191

売 上 総 利 益 950,187

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 987,168

営 業 損 失 36,980

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 15,755

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 31,135

そ の 他 27,273 74,164

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,783

そ の 他 8,131 18,915

経 常 利 益 18,268

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 712

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,054 12,767

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,610

減 損 損 失 4,535

投 資 有 価 証 券 評 価 損 235 6,381

税 引 前 当 期 純 利 益 24,654

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,431

法 人 税 等 調 整 額 10,578 17,009

当 期 純 利 益 7,644

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年12月21日から
平成27年12月20日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利
益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

平成26年12月21日期首残高 793,255 916,555 916,555 10,412 1,275,030 1,285,443 △26 2,995,226

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △17,549 △17,549 △17,549

当 期 純 利 益 7,644 7,644 7,644

自 己 株 式 の 取 得 △16 △16

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － △9,905 △9,905 △16 △9,921

平成27年12月20日期末残高 793,255 916,555 916,555 10,412 1,265,125 1,275,537 △43 2,985,304

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年12月21日期首残高 53,818 53,818 3,049,044

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △17,549

当 期 純 利 益 7,644

自 己 株 式 の 取 得 △16

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額 )

11,220 11,220 11,220

事業年度中の変動額合計 11,220 11,220 1,298

平成27年12月20日期末残高 65,039 65,039 3,050,343

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年２月８日

太洋工業株式会社

取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 遠 藤 尚 秀 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 栗 原 裕 幸 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、太洋工業株式会社の平成26年12月
21日から平成27年12月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算

書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、太洋工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以   上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年２月８日
太洋工業株式会社
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 遠 藤 尚 秀 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 栗 原 裕 幸 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、太洋工業株式会社の平成26
年12月21日から平成27年12月20日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以   上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成26年12月21日から平成27年12月20日までの第55期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正

を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定

める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の

状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査

に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並

びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成28年２月15日

太洋工業株式会社　　監査役会

常勤監査役 﨑 前 和 夫 ㊞

監 査 役 山 口 　 修 ㊞

監 査 役 深 津 康 之 ㊞

（注）監査役全員は、会社法に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営施策のひとつとして位置づ

けており、内部留保の充実や配当性向等を勘案しつつ、収益状況に応じた利

益還元を行うことを基本方針としております。当社グループの業績は事業報

告に記載のとおり売上高は増収、当期純利益は減益となり、依然として当社

グループを取り巻く市場環境は厳しい状況にあります。このような時期にお

きましても株主の皆様の日頃のご支援とご期待にお応えし、積極的に利益還

元を行うべく、当事業年度の期末配当につきましては、以下のとおりといた

したいと存じます。

(1）配当財産の種類

金銭といたします。

(2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき３円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は17,549,352円となります。

(3）剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年３月18日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役５名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって取締役５名全員の任期が満了いたしますの

で、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

１
ほ そ え よしのり

細 江 美 則
(昭和23年６月６日生)

昭和55年９月　当社入社

当社取締役

昭和59年３月　当社常務取締役

昭和62年５月　当社代表取締役専務取締役

平成13年２月　当社代表取締役社長（現任）

(重要な兼職の状況)

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.

代表取締役

マイクロエンジニアリング株式会社取締役

株式会社ミラック代表取締役社長

700,520株

２
さかぐち とよひこ

阪 口 豊 彦
(昭和29年８月29日生)

平成９年７月　当社入社

平成13年４月　当社経営企画室長

平成19年３月　当社執行役員経営企画室長

平成19年３月　当社執行役員経営企画部長

平成20年３月　当社取締役経営企画部長

平成22年３月　当社取締役管理本部長兼経営

企画部長

平成27年３月　当社取締役管理本部長

（現任）

27,900株

３
さ か た よしひろ

坂 田 吉 啓
(昭和36年12月３日生)

昭和60年３月　当社入社

平成16年３月　当社電子部品部長

平成19年３月　当社取締役電子部品部長

平成27年３月　当社取締役電子営業本部長

（現任）

(重要な兼職の状況)

マイクロエンジニアリング株式会社取締役

太友（上海）貿易有限公司執行董事

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.取締役

11,700株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

４
ほ り い け ん じ

堀 井 健 司
(昭和36年12月17日生)

昭和59年３月　当社入社

平成13年２月　当社電子事業部電子工場長

平成16年３月　当社電子工場長

平成19年３月　当社取締役電子工場長

平成27年３月　当社取締役ＣＡＤ部長

（現任）

34,800株

５
お ざ き たけひさ

尾 﨑 武 久
(昭和15年11月９日生)

昭和34年５月　和歌山県庁入庁

平成４年４月　和歌山県商工労働部次長

平成７年４月　和歌山県総務部次長

平成10年４月　和歌山県農林水産部長

平成11年11月　和歌山商工会議所専務理事

平成16年12月　株式会社勝僖梅入社

平成19年２月　同社代表取締役社長

平成27年３月　当社取締役（現任）

800株

 (注) １．取締役候補者細江美則氏は、TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.の代表取締役

及び株式会社ミラックの代表取締役社長を兼務しており、当社は両社との間に製

品販売等の取引関係があります。

２．当社はTAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.の出資者に対し出資額の保証を行

っております。

３．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

４．尾﨑武久氏は、社外取締役候補者であります。

５．尾﨑武久氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は地方行政に携わった豊富

な経験に加え、株式会社勝僖梅の代表取締役社長など要職を歴任される中で培っ

た経営全般にわたる知識と経験から、社外取締役としての職務を適切に遂行でき

るものと判断したため選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外取締

役としての在任期間は本定時株主総会終結の時をもって１年となります。

６．当社は、尾﨑武久氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て

おり、同氏の再任が承認された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であ

ります。
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

わ な か しゅうじ

和 中 修 二
(昭和35年４月18日生)

平成４年10月　監査法人トーマツ（現有限責任監査法人

トーマツ）入所

平成９年４月　公認会計士登録（現任）

平成24年10月　税理士登録（現任）

平成24年11月　和中会計事務所開設　所長（現任）

平成27年４月　株式会社パトライト監査役（現任）

平成27年５月　株式会社リヒトラブ監査役（現任）

(重要な兼職の状況)

和中会計事務所所長

株式会社パトライト社外監査役

株式会社リヒトラブ社外監査役

－株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．和中修二氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．和中修二氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、同氏は公認会計士及び税

理士としての豊富な経験と幅広い知識を有しており、財務及び会計に関する有益

なアドバイスをいただけるものと期待し、選任をお願いするものであります。な

お、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経

験はありませんが、前述の理由によりその職務を適切に遂行できるものと判断し

ております。

以　上
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メ　　モ



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地

ホテルグランヴィア和歌山　６階　ル・グラン

TEL 073－425－3333（代表）
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○南海「和歌山市駅」より車で約15分

○「関西国際空港」より車で約50分

リムジンバス（空港⇔和歌山駅）


